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ておる自然死産比上昇の社会的原因を地域における Follow up survey によって追求しようとする
ものである。
〈方法と成績〕








め， a) 大阪市東成保健所へ昭和41年 5 月より 42年 4 月までの期聞に妊娠届を行なった全妊婦の既





値の傾向は，先の二調査 (a， b) の成績と一致し，戦後の自然死産比上昇が単なる統計上の見かけの
ものではない乙とを確認した。
⑥ 次に自然死産比上昇を来たし社会的背景の追求のため，上記東成保健所に昭和41年 5 月より 42年
4 月までに届出られた全妊婦2198名を Follow up し， 死産ないし生後 1 カ月未満で産児が死亡し
た産婦83名を訪問調査した。その結果，妊娠中就労した産婦では，生後 1 カ月以上産児が生存した
産婦に対する死産・新生児死亡を含む産児の死亡した産婦が 6%であるのに，非就労の産婦では 3
%であった。又， 既往に生産のみを経験して来た非就労婦人群では， 産児生存者の 2%で最も低
く， 流死産の既往ある就労婦人・高年初産の就労婦人群では産児死亡が産児生存者のそれぞれ 11
%， 13% と極めて高率を示した。
〔総括〉
以上の諸調査より，戦後，わが国にあっては自然死産比が上昇しており，この傾向が都市において
著しいこと，自然死産比上昇の背景には既婚の就労婦人の増加が大きく関与していること，従って母
子衛生問題の中心課題は母体対策，特にその中でも就労婦人の母体保護，それも単なる妊娠期間中の
対策のみならず，生理的に最も適当な時期に，安心して出産・育児が可能となるような保障が必要で
あることが明らかとなった。
論文の審査結果の要旨
第二次大戦後， 日本の出生(率)数，乳児死亡(率)数，が急激に減少した反面，自然死産率の上
昇が注目されたが，これらの問題についての医学的究明が甚だしく少い。著者は，産婦人科学的見地
から死産について統計的研究を， 歴史的に全国資料並び、に大阪府資料を精細に解析， 検討した結果
と，妊産婦の産科学的経歴調査・病院分娩原簿からの調査により，自然死産比上昇が統計的事実であ
るばかりか，真実であることを確かめ，胎児期より老令期に至る死亡現象の中における出生前死亡の
意義の重大性が増大している事実を指摘し，更に妊婦の臨床的事例的観察を通じて，当面する母体保
護の基本的問題点を明らかにした。
これは，わが国における今後の母子衛生事業に理論的根拠をあたえる意味で寄与するところ少くな
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